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　就職を促進するために東京都ひとり親家庭
支援センター（母子家庭等就業・自立支援セ
ンター）や母子家庭及び父子家庭自立支援教
育訓練給付金、母子家庭及び父子家庭高等職
業訓練促進給付金、ひとり親家庭高等学校卒
業程度認定試験合格支援事業給付金等を支給
する制度、また、ひとり親家庭高等職業訓練
促進資金貸付事業、母子・父子自立支援プロ
グラム策定事業などが設けられている。
　このほか、ひとり親家庭ホームヘルプサー
ビス事業がある。
　ひとり親家庭に関する手当としては、国の
制度として児童扶養手当、都・市町村の制度
として児童育成手当の中の育成手当がある。
区においては、児童育成手当と同種の手当制
度を実施している。また、父と死別した母子
家庭を対象に遺族基礎年金（190㌻）、遺族厚
生年金（198㌻）等の制度がある。
　さらに、ひとり親家庭の医療については、
医療費助成制度があり、保険の自己負担分の
費用を助成している。
　母子及び父子家庭のための資金貸付制度と
して、母子及び父子福祉資金が設けられてい
る。これと同種の制度としては女性福祉資金
（160㌻）、生活福祉資金（207㌻）があるが、
いずれも母子及び父子福祉資金を借り受ける
ことができるときには、貸付対象とならない。
　職業能力開発センターでは、母子家庭の母
などが就職又は転職するための能力開発訓練
を行っている。
　母子家庭のための施設としては、母子生活
支援施設などがある。

　なお、関連施策として、都営住宅入居者の
募集（250㌻）、都営住宅使用料の減免（251㌻）、
税の軽減（252㌻）、都営交通の無料乗車券（261
㌻）、水道・下水道料金の減免（266㌻）が実
施されている。

◇ 母子・父子自立支援プログラム
　 策定事業
　母子・父子自立支援プログラム策定員が、
児童扶養手当受給者（生活保護受給者を除
く。）の自立・就労支援のために個々の状況・
ニーズに応じた自立支援プログラムを策定す
る。必要に応じハローワークとの連携の下、
支援を行う。
問 合 せ　福祉事務所・区市役所
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125(直通)、32-611(内線)
FAX 5388-1406

◇ ひとり親家庭相談窓口
　 強化事業
　就業支援専門員がひとり親家庭に対して職
業能力の向上や求職活動等就業についての相
談・支援を行う。母子・父子自立支援員と連
携し、総合的な支援体制を提供する。
問 合 せ　福祉事務所・区市役所
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125(直通)、32-611(内線)
FAX 5388-1406

ひ　と　り　親　家　庭

東京都女性相談センター及び東京ウィメンズプラザにおける相談件数の推移

　近年、夫やパートナーからの暴力（ＤＶ＝ドメスティック・バイオレンス）が
社会問題となっています。暴力は、身体的だけでなく、精神的、性的等、様々な
形態があり、継続的に行われることが特徴です。さらに、家庭内で行われること
が多く、表面化しにくいという性質も持っています。平成13年10月には、配偶
者からの暴力を防止し、被害者を保護するための「配偶者からの暴力の防止及び
被害者の保護に関する法律」が施行されました。なお、平成25年６月に本法律の
一部改正が成立し、「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」
（以下「ＤＶ防止法」という。）に改められました（平成26年１月施行）。

【ＤＶ防止法】
　ＤＶ防止法では、暴力を防止し、被害者を保護することを国及び地方公共団体
の責務として明確にし、配偶者等からの暴力の防止と被害者保護のため、
　（1）都道府県及び区市町村による配偶者暴力相談支援センター機能の整備
　（2）司法手続としての保護命令の制度（接近禁止命令・退去命令）
　（3）暴力を発見した人の支援センターや警察への通報の努力義務
などが定められています。

配偶者等暴力防止に向けて

◇ トピックス ◇
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町村については東京都が実施している。
問 合 せ　福祉事務所

◇ 母子家庭及び父子家庭
　 高等職業訓練促進給付金等事業
対 象 者　就職に有利であり、かつ生活の安
定に資する資格を取得するために養成機関で
修業する母子家庭の母及び父子家庭の父で、
次の要件を全て満たす人
①児童扶養手当の支給を受けているか又は、
同様の所得基準にあること。②修業年限１年
以上の養成機関で一定の課程を修業し、対象
資格の取得が見込まれるもの　③就業又は育
児と修業の両立が困難であると認められるも
の　④訓練促進給付金については、過去に訓
練促進給付金の支給を受けていないこと。⑤
修了支援給付金については、原則として過去
に修了支援給付金の支給を受けていないこと。
支 給 額　①訓練促進給付金　区市町村民税
課税世帯は月額７万500円（最後の12月につ
いては、月額11万500円）、非課税世帯は月額
10万円（最後の12月については、月額14万円）
（上限４年。一部の場合は３年。）　②修了支
援給付金　区市町村民税課税世帯は２万５千
円、非課税世帯は５万円（修業期間修了時に
支給する。）
そ の 他　この事業の実施主体は区市であり、
町村については東京都が実施している。
問 合 せ　福祉事務所

◇ ひとり親家庭高等職業訓練
　 促進資金貸付事業
対 象 者　ひとり親家庭の親であり、母子家
庭及び父子家庭高等職業訓練促進給付金の支
給対象者

貸 付 額　①養成機関への入学時に、入学準
備金として50万円　②養成機関を修了し、か
つ、資格を取得した場合に、就職準備金とし
て20万円
利　　子　無利子。ただし、保証人を立てな
い場合は、返還の債務の履行猶予期間中は無
利子だが、履行猶予期間経過後は、有利子（利
率：年1.0％）
返還免除　貸付けを受けた者が、養成機関卒
業から１年以内に資格を生かして就職し、東
京都内において、５年間その職に従事した場
合は、貸付金の返還を免除する。
申 込 み　区市町村社会福祉協議会
実施主体　東京都社会福祉協議会
問 合 せ　東京都社会福祉協議会ひとり親家
庭高等職業訓練促進資金貸付担当

☎3268-7238
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125（直通）、32-611（内線）
FAX 5388-1406

◇ ひとり親家庭高等学校卒業
　 程度認定試験合格支援事業
対 象 者　高等学校卒業程度認定試験の合格
を目指し、対象講座を受講するひとり親家庭
の親及び児童（児童については20歳未満）で、
次の要件を全て満たす場合
①ひとり親家庭の親が児童扶養手当の支給を
受けている又は同等の所得水準にあること。
②支給を受けようとする者の就学経験、就業
経験、技能、資格の取得状況や労働市場の状
況から判断して、高卒認定試験に合格するこ
とが適職に就くために必要であると認められ
る者であること。
支 給 額　①受講修了時給付金　受講費用の

◇ 就業支援事業・
　 就業支援講習会
　東京都ひとり親家庭支援センター（母子家
庭等就業・自立支援センター。愛称「はあと」）
では、ひとり親家庭に対する就業相談（48㌻）
のほか、企業求人情報の収集提供、就業支援
講習会の実施等、一貫した就業支援サービス
を提供する。
◇就業支援講習会　ひとり親家庭及び寡婦を
対象に、パソコン講習会等を年10回程度開催
する。
問 合 せ　（就業支援事業）　はあと飯田橋
［東京しごとセンター７階］　千代田区飯田橋
3-10-3
 ☎3263-3451　FAX 3263-3452
（就業支援講習会）　はあと［セントラルプラ
ザ５階］　新宿区神楽河岸1-1

☎5261-8687　FAX 5261-1343
根拠法令等　東京都ひとり親家庭支援セン
ター事業実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125(直通)、32-611(内線)
FAX 5388-1406

◇ 生活相談・養育費面談・
　 離婚前後の法律相談・
　 面会交流支援
　東京都ひとり親家庭支援センター（母子家
庭等就業・自立支援センター、愛称「はあと」）
ではひとり親家庭に対する生活相談・養育費
相談、離婚前後の法律相談、面会交流支援を
行っている。
問 合 せ　はあと

（生活相談）☎5261-8687

（養育費相談・離婚前後の法律相談・面会交流支援）
☎5261-1278

新宿区神楽河岸1-1　セントラルプラザ５階
根拠法令等　東京都ひとり親家庭支援セン
ター事業実施要綱 
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125（直通）、32-611（内線）

◇ 在宅就業推進事業
　在宅就業を希望するひとり親又は寡婦に対
して、業務の発注等を行うとともに、在宅就
業コーディネーターが在宅業務の相談支援を
行う。
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125（直通）、32-611（内線）
FAX 5388-1406

◇ 母子家庭及び父子家庭
　 自立支援教育訓練給付金事業
対 象 者　教育訓練講座を受講する母子家庭
の母又は、父子家庭の父で、次の要件を全て
満たす人
①児童扶養手当の支給を受けているか、又は
同様の所得基準にあること。②当該教育訓練
を受講することが適職に就くために必要であ
ると認められるものであること。③過去に訓
練給付金を受給していないこと。
支 給 額　①雇用保険の受給資格のない人　
受講費用の60％相当（20万円を限度。１万２
千円を超えない場合は給付対象外）　②雇用
保険の受給資格があり、雇用保険制度の教育
訓練給付金の支給を受ける人　①に定める額
から雇用保険制度の教育訓練給付金の額を差
し引いた額
そ の 他　この事業の実施主体は区市であり、
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◇ 児童育成手当（育成手当）
支給対象　都内に住所があり、18歳に達した
日の属する年度の末日以前の児童で次のいず
れかの状況にある児童を扶養している人
①父又は母が死亡　②父又は母が重度の障害
者　③父母が婚姻を解消　④父又は母が生死
不明⑤父又は母に１年以上遺棄されている。
⑥父又は母がDV保護命令を受けた。⑦父又
は母が法令により１年以上拘禁されている。
⑧婚姻によらないで生まれた。⑨父母ともに
不明
支給対象外　次のいずれかに該当するときは、
支給の対象とならない。
①児童が児童福祉施設等に入所しているとき。
②児童が父母と生計を同じくしているとき。
③児童が父及び父の配偶者又は母及び母の配
偶者と生計を同じくしているとき（配偶者に
は事実上の配偶者も含む。）。
手 当 額　１万3,500円
所得制限　前年の所得が別表（278㌻）の限
度額以上の場合は支給されない。
支給方法　申請のあった翌月から、毎年６月・
10月・２月に、その前月までの分を金融機関
の本人口座に振り込む。
申　　請　区市町村へ。
根拠法令等　児童育成手当に関する条例
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4123(直通)、32-771(内線)
FAX 5388-1406

◇ ひとり親家庭等医療費の助成
助成対象　次のいずれかに該当する人で、各
種医療保険の加入者
①児童を監護しているひとり親家庭の母又は

父　②両親がいない児童などを養育している
養育者　③ひとり親家庭の児童又は養育者に
養育されている児童で、18歳に達した日の属
する年度の末日（障害がある場合は20歳未満）
までの者
対象除外　次のいずれかに該当する人は対象
としない。
①ひとり親等の所得が別表（279㌻）の限度
額以上の人　②生活保護を受けている人　③
児童福祉施設（母子生活支援施設は除く。）
などに措置により入所している人
助成範囲　国民健康保険や健康保険などの各
種医療保険の自己負担分から下表の一部負担
金等相当額を差し引いた額を助成する。ただ
し、住民税非課税世帯の人は、入院時食事療
養・生活療養標準負担額のみ負担。なお、助
成範囲はこの事業を実施している区市町村が
決めているので、詳細は、該当の区市町村に
問合せのこと。

助成方法　「◯親医療証」と健康保険証を医療
機関の窓口に提示し、受診する。なお、都外
や当制度による診療を取り扱わない医療機関
で受診するときは、保険の自己負担分を一時
立替払し、後で区市町村の窓口に申請する。
手　　続　区市町村
根拠法令等　ひとり親家庭等医療費助成事業
実施要綱
担当課　福祉保健局保健政策部医療助成課

20％相当を支給する（10万円を限度。４千円
を超えない場合は支給対象外）。②合格時給
付金　受講修了時給付金の支給を受けた者が
受講修了日から起算して２年以内に高卒認定
試験に全科目合格した場合、受講費用の40％
相当を支給する。ただし、受講修了時給付
金と合格時給付金の合計が15万円を超える場
合、受講修了時給付金と合格時給付金の支給
額の合計額は、15万円を上限とする。
そ の 他　この事業の実施主体は区市であり、
町村については東京都が実施している。
問 合 せ　福祉事務所

◇ 児童扶養手当
対　　象　次のいずれかに該当する18歳に達
する日以後の最初の３月31日までの間にある
児童（身体障害者手帳１級から３級、愛の手
帳１から２度及び３度程度等の障害児は20歳
未満）を養育している父又は母又は養育者
①父母が婚姻を解消　②父又は母が死亡　③
父又は母が重度の障害者　④父又は母が生死
不明　⑤引き続き１年以上父又は母に遺棄さ
れている。⑥父又は母がDV保護命令を受け
た。⑦引き続き１年以上父又は母が拘禁され
ている。⑧婚姻によらないで生まれた。⑨父
母ともに不明
支給制限　受給者等の所得が別表（280㌻）
の限度額以上のときは支給されない。なお、
受給者や児童が養育費の支払を受けたときは
その額の８割相当分を所得に算入する。
支給対象外　次のいずれかに該当するときは
支給の対象とならない。なお、受給資格者が
父の場合、②の文中の「父」は「母」に読み
替える。
①児童又は受給資格者が日本国内に住所がな

いとき。　②児童が父と生計を同じくしてい
るとき。　③児童が父又は母の配偶者（事実
上の配偶者を含む。）に養育されているとき。  
④児童が児童福祉施設等に入所しているとき
又は里親に委託されているとき。
手 当 額　２人世帯の場合、父又は母の前年
の所得が87万円未満のときは月額４万2,910
円が支給される（この場合の所得は、扶養親
族の数により変わる。）。87万円以上230万円
未満のときは月額４万2,900円から１万120円
までの額が支給される。
　児童が２人以上いる場合には、２人目の児
童に月額１万140円（一部支給の場合、１万
130円から5,070円までの額）、３人目以降の
児童１人につき月額6,080円（一部支給の場
合、6,070円から3,040円までの額）が加算さ
れる。
　なお、手当の受給から５年等経過後は、受
給者やその親族の障害・疾病等により就労が
困難な事情がないにもかかわらず就労意欲が
見られない受給者については、所得及び児童
の数により計算された支給手当額の２分の１
が支給停止となる。
　また、公的年金等の給付額が児童扶養手当
額より低い場合は、その差額分が支給される。
支給方法　申請のあった月の翌月分から毎年
奇数月に、その前２か月分を支給
※2019年11月の支払いから変更。2019年は４
月・８月・11月にその前月までの分を支給
申　　請　区市町村
根拠法令等　児童扶養手当法
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4123(直通)、32-771(内線)
FAX 5388-1406

一部負担金等相当額

自己負担
割合

外　来
（個人ごと） 入院（世帯）

令和元年
７月末まで １　割

上限14,000円/月
（年間上限
144,000円）

上限57,600円/月
（多数回
44,400円）

令和元年
８月１日から １　割

上限18,000円/月
（年間上限
144,000円）

同上
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☎5320-4282(直通)、32-971(内線)
FAX 5388-1437

◇ 母子及び父子福祉資金
貸付対象　①都内に６か月以上お住まいの配
偶者のいない（死別、離婚、生死不明、法令
による拘禁（長期）、労働能力喪失、未婚の
母又は父等）女子又は男子で20歳未満の児童
を扶養している人　②母子・父子福祉団体
貸付限度額等　金額は限度額、年数は６か月
又は１年の据置期間経過後の償還期限
①事業開始資金　287万円（団体貸付432万円）
７年
②事業継続資金　144万円（団体貸付144万円）
７年
③就職支度資金　10万円（自動車購入の場合
33万円）６年
④技能習得資金　知識、技能を習得する期間
中５年以内、月額６万8,000円（特別な場合
46万円）　20年
⑤医療介護資金　医療を受ける場合34万円
（特別な場合48万円）　介護を受ける場合50万
円　５年
⑥生活資金　技能習得期間中月額14万1,000円
医療又は介護を受けている期間中、配偶者の
ない女子又は男子となって７年未満の者、失
業している期間中（ただし、離職した日の
翌日から１年以内）月額10万5,000円　20年、
５年又は８年
⑦住宅資金　150万円（特別な場合200万円）
６年又は７年
⑧転宅資金  敷金・前家賃・運送代　26万円
３年
⑨修学資金　修学期間中、金額は学校種別・
学年別により異なる。　５年又は20年

　㋐ 高校、中等教育学校（後期課程）、専修
学校（高等課程）

　　（自宅）　月額４万5,000円
　　（自宅外）月額５万2,500円
　㋑高等専門学校
　　（自宅）　月額７万9,500円
　　（自宅外）月額９万円
　㋒短大、専修学校（専門課程）
　　（自宅）　月額７万9,500円
　　（自宅外）月額９万円
　㋓大学
　　（自宅）　月額８万1,000円
　　（自宅外）月額９万6,000円
　㋔専修学校（一般課程）　月額４万8,000円
　㋕大学院（修士課程）
　　月額13万2,000円
　㋖大学院（博士課程）
　　月額18万3,000円
⑩修業資金　児童又は20歳以上の子等が知
識、技能を習得する期間中５年以内、月額
６万8,000円（特別な場合46万円）　20年
⑪就学支度資金　６万3,100円から16万円ま
で（私立高校又は専修学校の高等課程の場合
42万円、国公立の大学、大学院、短期大学・
高等専門学校又は専修学校の専門課程の場合
38万円、私立の大学、大学院、短期大学・高
等専門学校又は専修学校の専門課程の場合59
万円、修業施設の場合28万2,000円）５年又
は20年
⑫結婚資金　児童又は20歳以上の子等の婚姻  
30万円　５年
⑬臨時児童扶養等資金　令和元年11月分の児
童扶養手当の額に相当する額に３を乗じて得
た額から同年10月分の児童扶養手当の額に相
当する額に３を乗じた額を控除した額　３年

利　　子　修学資金、就学支度資金、就職支
度資金（児童に係るものに限る。）、修業資金
は無利子。その他は保証人を立てる場合は無
利子（保証人を立てない場合は年１％）
償還方法　月賦、半年賦又は年賦による元利
均等償還
連帯保証人　立てる場合は、独立生計者１人
申 込 み　福祉事務所・区市役所
根拠法令等　母子及び父子福祉資金貸付条例
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4126(直通)、32-621(内線)
FAX 5388-1406

◇ 母子生活支援施設
　母子家庭で児童の養育が十分にできない場
合、母子をともに入所させて保護し、自立促
進のための生活支援を行う施設
入所対象　配偶者のいない女子、又はこれに
準ずる事情にある女子であって、その養育す
べき児童（18歳未満）について十分な養育が
できない保護者及び児童
援護内容　居室の提供、母子支援員等による
自立支援、生活支援など
費　　用　費用徴収基準額表（283㌻）のと
おり負担
入所相談　福祉事務所
根拠法令等　児童福祉法
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125(直通)、32-611(内線)

◇ 製造たばこ小売販売業の許可
　母子家庭の母や寡婦が、財務省財務局長か
ら製造たばこ小売販売業の許可を受けたいと
きは、許可基準に反しない限り、優先的に認
められることになっている。申請は日本たば

こ産業株式会社の各支店へ。

◇ ひとり親家庭ホーム
　 ヘルプサービス
派遣対象　児童のいるひとり親（母子、父子）
及びこれらに準ずる家庭であって、次のいず
れかに該当し、家事又は育児等の日常生活に
支障を来している世帯
①ひとり親家庭となってから２年以内の場合
②技能習得のため、職業能力開発センター等
に通学している場合　③就職活動及び母子・
父子自立支援プログラムに基づいた活動を行
う場合等自立促進に必要と認められる場合　
④疾病、出産、看護、事故、災害、冠婚葬祭、
失踪、残業、転勤、出張、学校等の公的行事
の参加等社会通念上必要と認められる事由に
より、一時的に生活援助、子育て支援が必要
な場合　⑤未就学児を養育しているひとり親
家庭であって就業上の理由により、帰宅時間
が遅くなる等の場合
援助内容　食事の世話、育児、住居の掃除など
費 用 等　所得制限はないが、所得により本
人負担がある。利用条件や負担額は市町村ご
とに異なる。
申 込 み　福祉事務所又は区市町村へ。なお、
区においても同種の制度を実施している。
根拠法令等　ひとり親家庭ホームヘルプサー
ビス事業実施要綱
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4125(直通)、32-611(内線)
FAX 5388-1406
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で（私立高校又は専修学校の高等課程の場合
42万円、国公立の大学、大学院、短期大学、
高等専門学校又は専修学校の専門課程の場合
38万円、私立の大学、大学院、短期大学、高
等専門学校又は専修学校の専門課程の場合59
万円、各種学校の場合28万2,000円）　20年
利　　子　女性が扶養している子に係る技能
習得資金、就職支度資金、修学資金及び就学
支度資金は無利子。その他は保証人を立てる
場合は無利子（立てない場合は年１％）
償還方法　月賦、半年賦又は年賦による元利
均等償還
保 証 人　立てる場合は、独立生計者１人
申 込 み　福祉事務所・市役所
根拠法令等　女性福祉資金貸付条例
担当課　福祉保健局少子社会対策部育成支援課

☎5320-4126(直通)、32-621(内線)
FAX 5388-1406

◇ 婦人保護施設
　支援を必要とする女性に対して、自立のた
めの就労や生活に関する援助等を行う施設
入所決定　女性相談センター所長が入所決定
を行う。
費　　用　無料
入所相談　福祉事務所
根拠法令等　売春防止法、ＤＶ防止法、ストー
カー規制法、東京都婦人保護施設の設備及び
運営の基準に関する条例
担当課　女性相談センター

☎5261-3911(直通)
FAX 3268-5778

◇ 来日外国人女性の
　 緊急保護事業
　都内で生活し、緊急の保護を必要とする外
国人女性とその同伴する児童を保護し、援助
する。
入所相談　女性の家ＨＥＬＰ
根拠法令等　東京都来日外国人女性緊急保護
事業実施要綱
担当課　女性相談センター

☎5261-3911(直通)
FAX 3268-5778

　配偶者のいない女性を対象として女性福祉
資金貸付制度が母子福祉資金等と同種の内容
で実施されている。女性福祉資金は23区では
それぞれ独自の制度で行われているため、名
称、限度額、条件など異なる場合がある。
　支援を必要とする女性の施設として婦人保
護施設がある。

◇ 女性福祉資金
貸付対象　①都内に６か月以上お住まいの配
偶者のいない女性で
㋐親、子、兄弟姉妹などを扶養している人（所
得制限なし）
㋑親、子、兄弟姉妹などを扶養していない人
は、年間所得が203万6,000円以下で、次のい
ずれかに該当する人
　 ⓐかつて母子家庭の母として20歳未満の子
を扶養したことのある人
　ⓑ婚姻歴のある40歳以上の人
②上記に当てはまらない人で、特に貸付けの
必要があると知事が認めた人
貸付限度額等　金額は限度額、年数は６か月
又は１年の据置期間経過後の償還期限
①事業開始資金　287万円　７年
②事業継続資金　144万円　７年
③技能習得資金　知識、技能を習得する期間
中５年以内、月額６万8,000円（特別な場合
46万円）20年
④医療介護資金　医療を受ける場合34万円
（特別な場合48万円）、介護を受ける場合50万
円　５年
⑤生活資金　技能習得期間中月額14万1,000

円、医療又は介護を受けている期間中、失業
している期間中（ただし、離職した日の翌日
から１年以内）月額10万5,000円　20年又は
５年
⑥就職支度資金　10万円（自動車購入の場合
33万円）６年
⑦住宅資金　150万円（特別な場合200万円）
６年又は７年
⑧転宅資金　敷金・前家賃・運送代　26万円
３年
⑨結婚資金　30万円　５年
⑩修学資金　修学期間中、金額は学校種別・
学年別により異なる。20年
　㋐ 高校、中等教育学校（後期課程）、専修
学校（高等課程）

　　（自宅）　月額４万5,000円
　　（自宅外）月額５万2,500円
　㋑高等専門学校
　　（自宅）　月額７万9,500円
　　（自宅外）月額９万円
　㋒短大、専修学校（専門課程）
　　（自宅）　月額７万9,500円
　　（自宅外）月額９万円
　㋓大学
　　（自宅）　月額８万1,000円
　　（自宅外）月額９万6,000円
　㋔専修学校（一般課程）　月額４万8,000円
　㋕大学院（修士課程）
　　月額13万2,000円
　㋖大学院（博士課程）
　　月額18万3,000円
⑪就学支度資金　６万3,100円から16万円ま

女　　　　　性


